第３部　2013年度現業公企部門に関わる制度政策要求の取り組みについての解説
学校給食に関わる制度政策要求について
【要　求】
	１．文部科学省の衛生管理基準に沿った食中毒予防対策研修会が全道の学校給食関係者を対象として開催されていることから、調理業務に係わる全ての職員など（委託先労働者含む）を対象とした研修を行うこと。また、立入調査で指摘された改善事項については改善状況を確認するとともに、未実施事項については速やかに改善をはかること。
２．食育推進計画の進捗状況を明らかにすること。また、国の「第２次食育推進基本計画」に基づき、栄養職員とともに専門調理師や調理師などを食育関係事業の重要な担い手として位置づけ、専門調理師資格などを有する給食調理員や自治体職員を活用した食育推進を具体的に進めること。
３．学校休業期間中の施設の有効活用についてはメンテナンス業務に限らず、食育の推進とあわせて、休業中の施設を活用した講習会の開催など調理従事職員や調理施設の有効活用を進めること。


【解　説】
〈１．学校給食の衛生管理について〉（資料①参照）
・　学校給食法に基づき2009年４月１日に｢EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),学)校給食衛生管理基準｣が施行され、各自治体において、より安全で安心な学校給食に向けた衛生管理体制の徹底と改善が求められていますが、食中毒や異物混入などの給食事故発生が依然としてあとを絶たない現状にあります。また新型ウィルス性胃腸炎などによる感染型食中毒についても蔓延の兆しを見せており、施設設備の早急な改善と学校給食関係者の危機管理意識の向上が必要とされています。

　このような状況も踏まえ、2012年11月に道本部が道に対して行った「道政への要求と提言」では、道として食中毒防止に向け、全ての学校給食関係者を対象とし開催した｢食中毒予防対策研修会｣への参加人数は、全体で861人、そのうち調理従事者は327人と回答しています。学校管理者は今後もこのような研修会への調理従事者をはじめ、学校給食関係者のさらなる参加拡大をはかり、衛生管理意識の総体的な向上をはかる必要があります。

　学校給食における衛生管理の再点検として、道と保健所が2011年３月～７月に行った道内552の学校給食施設のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),立)入調査と指導による点検の結果、535施設について文書で改善の指導を行っています。直ちに改善すべき事項については早急な改善措置を求め改善状況を確認していますが、施設・設備の改修等で予算措置が必要なものについては改善計画書の提出を指示し、改善が図られるまでの代替措置の指導を行うこととしていますが、いまだ十分な対応が行われている状況とは言えません。

　現在、学校給食施設にかかる財政措置については、新増築・改築が対象とされ、施設設備の改修については交付金が対象外となっているため、道は対象範囲の拡大を引き続き国に強く要望することとしています。自治体においても施設改修や学校給食食材の微生物検査、理化学的検査に係わる経費の財政措置を要望し、さらなる調査と衛生管理の徹底に向けた早急な対策が必要です。
〈２．食育推進計画の推進について〉（資料②参照）
・　2005年７月15日に「EQ \* jc2 \* "Font:ＤＦ平成明朝体W3Ｇ" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),食)育基本法」が施行され、各自治体で「EQ \* jc2 \* "Font:ＤＦ平成明朝体W3Ｇ" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),食)育推進計画」の策定が求められ、2011年には新たに第２次食育推進基本計画が策定、さらなる食育の推進が求められることとなりました。
　道においても「EQ \* jc2 \* "Font:ＤＦ平成明朝体W3Ｇ" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),ど)さんこ食育推進プラン（第２次）」を策定するとともに、各保健・医療・産業振興・教育などの様々な団体で構成されたネットワークを構築し、現段階で十勝、後志、上川、留萌、宗谷など各振興局を軸として取り組みを進めています。しかしながら、各自治体における食育推進計画の策定状況は2012年３月現在の調査では179自治体のうち34自治体、全体の19％の作成となっており、いまだに取り組みに着手していない自治体も多くあり、取り組み状況に格差が生じています。自治体における食育を推進するにあたっては、学校給食による子供たちの指導を足がかりとして地域へ波及させていくため実現可能な推進計画の策定が必要です。

　また、教育現場などにおける食育の推進には、その中核である栄養職員とともに、EQ \* jc2 \* "Font:ＤＦ平成明朝体W3Ｇ" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),専)門調理師、食育推進員、食育推進指導員など、食育に関し専門的な知識を備えた人材の積極的な活用と養成が求められています。学校や各種施設、地域と連携した食育の取り組みを促進するため、専門調理師等の資格を有する給食調理員、自治体職員の多面的な活動推進とその位置づけを求めます。
	※【食育基本法】
食生活環境の大きな変化で、栄養の偏りや不規則な食事、肥満や生活習慣病の増加、食の海外への依存、伝統的な食文化の危機、食の安全等、様々な問題が生じています。様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得することで健全な食生活による健康維持を目的とした「食育基本法」が2005年７月15日に制定され、具体的な取り組みとして「食育推進計画」を各自治体で制定することとしています。


	※【どさんこ食育推進プラン】
北海道は平成17年12月に「北海道食育推進行動計画」を策定し、これまでの取り組みによって道民の食育に関する関心が高まり、地産地消も進展する一方、脂質の過剰摂取や野菜の摂取不足などの問題も浮き彫りになりました。その後、平成20年度に「食の安全・安心条例等の施行状況に関する点検・検証結果」を取りまとめ、食育をめぐる変化に対応し、より効果的に食育の取り組みを推進するため、新たな食育推進計画として「どさんこ食育推進プラン」(第二次北海道食育推進計画)を策定しました。この中では各機関の連携のもとで、道民が健全な食生活を営むことができるよう、地域や学校などで指導に当たる人材の育成とその活用の促進に努め、また住民と密接に関わる市町村の大きな役割を踏まえて、市町村食育推進計画の作成を促進するとともに、市町村と地域の様々な主体との連携・協力の下、食育の推進体制の整備がはかられるように努めることとしています。


	

	※【専門調理師】
専門調理師については厚生労働大臣認定として「日本料理」「西洋料理」「麺料理」「すし料理」、「中国料理」「給食用特殊料理」の計６種類があり、また調理師については都道府県知事免許として交付されています。専門調理師は、平成22年度の認定証書交付数が860件（平成21年度1,031件）であり、累計交付数33,787件となっている。社団法人調理技術技能センターでは、高度な調理技術を生かして地域における食育推進運動のリーダーとして活躍できる専門調理師を養成するために、「専門調理師・調理技能士のための食育推進員認定講座」を開催しています。平成23年４月現在、2,115名を「専門調理食育推進員」に認定しており、うち68名を「専門調理食育推進指導員」としている。この名簿を各都道府県に送付し、食育推進活動等における専門調理師の活用を促しています。

	


〈３．三期期間の調理施設の活用について〉
・　春休み、夏休み、冬休み期間において学校給食調理員は、調理機材の点検・清掃や研修会への参加などで安全な調理施設の維持に努めています。しかしながら、この期間の業務については理解が浸透しているとは言えず、非正規職員については雇用が一度中断されてしまうなど不安定な勤務条件を強いられる現実もあります。衛生管理や調理の技術などの十分な経験を備えた調理員の重要性を訴えるため、学校給食調理施設の有効的活用による地域サービスの拡大を進めている他の自治体職員の取り組みなどを参考としながら自治体における具体的な取り組みを求めていきます。

　なお、三期期間中は、学校や地域、ＰＴＡなどが連携して食育にも関連する行事を行う自治体や｢親子料理教室｣｢調理施設探検（職業体験）｣など実習体験型の取り組みを実施している自治体、また道外の事例ではありますが、独居高齢者や家族で食事が提供されない児童へ給食提供などの事例があります。
学校用務員に関わる制度政策要求について
【要　求】
	１．学校設備の老朽化により危険箇所における事故が起きていることから早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、施設設備の改善をはかること。
２．学校における防犯対策を強化するため、玄関のオートロック化など、施設設備改善を進めるとともに学校用務員について危機管理体制の一員としての役割分担や連絡体制を確立すること。
３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ゴミの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること。
４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、現場を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけの確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること。


【解　説】
〈学校施設の危険箇所の改善について〉
・　校舎設備の老朽化により、児童・生徒をはじめとした校内での事故が増加しています。防火扉、シャッター誤動作によって挟まれ怪我をする事故や学校内において危険箇所としての認識不足による転落事故なども起きています。児童・生徒の安全のためには校舎内の危険箇所の改善が急がれており、速やかに学校施設内の調査・点検・確認を行うとともに、定期的に調査を行う必要があります。そのうえで調査にあたっては学校施設を熟知する学校用務員を交えた調査体制を構築することが重要となります。また、危険箇所の改善にあたっては必要な予算措置を求めるとともに、画一的な対応とならないよう学校用務員をはじめ現場の意見を十分踏まえたものとなるよう求めていきます。
〈校内の防犯対策について〉
・　学校用務員も教職員の一員として、不審者から児童・生徒を守るために他の職員や地域と連携して対策に取り組む必要があります。そのためにも、玄関のオートロック化などの施設・設備の改善を急ぐとともに学校用務員も学校や地域における不審者対策の危機管理体制に加わり、役割分担や連絡体制を明確にする必要があります。
〈学校で取り組む循環型社会の実現に向けて〉
・　近年、環境に優しい「社会保全・資源循環型」の社会をめざした「環境自治体」づくりが進められています。学校など教育現場での環境教育は将来の資源の有効活用やゴミの減量化につながることから重要な取り組みとなります。これまで全国の学校現場で行われてきたごみの減量化、リサイクルによる資源循環や再資源化に向けた取り組みを参考に具体的に取り組みをすすめる必要があります。また、取り組みの実施にあたっては児童・生徒が実感できるものとなるよう、学校用務員を有効に活用しながら、具体的に教育現場から排出されるごみの減量化の促進をすすめるよう求めていきます。
〈災害時における学校の役割について〉
・　頻発する自然災害や東日本大震災の経験から、災害時に避難所として学校が果たすべき役割は極めて重要です。不測の事態に備え地域の防災拠点として位置づけられる学校校舎の耐震化調査・施設改修は住民の生命に関わることから早急に実施するとともに防災・災害時に備える備蓄の配備につても見直しをする必要があります。また、学校施設を防災拠点として有効に機能させ、初動体制を確立するためには、各自治体の策定する地域防災計画に学校施設を熟知する学校用務員の役割と位置づけを明確にしていく必要があります。そのためにも関係する会議などへの参加と避難所運営に必要な実務研修の実施を求めていく必要があります。
環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について
【要　求】
	１．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること。
２．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現に向け、国や道にさらなる財政措置を求めること。
３．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと。
４．直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルの徹底による安全管理やダイオキシンのばく露対策を徹底するなどの健康管理に努めること。
５．廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成に向けて児童などに対しての環境教育を推進すること。
６．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発の体制を確立すること。
７．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の処理について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること。


〈循環型社会形成推進交付金の適用範囲の拡大およびリサイクル関連法の運用の拡大について〉
・　自治体焼却施設におけるダイオキシン抑制対策で、旧施設が廃止とともに新規施設が建設されました。自治体にとって、新設にともなう旧施設の解体については国の財政措置がされたものの、廃止のみでは解体補助がされず莫大な費用を強いられるために未解体のまま放置されています。また、環境整備対策として、施設の周辺の整備や施設の建屋部分、地域住民の環境啓発を主たる目的とした多目的施設、リサイクル施設において稼働する重機類、ダイオキシンの飛散・ばく露防止対策事業や、施設の延命化をはかる基幹事業などへの国による財政支援の拡大も急がれております。自治体としても国への財政措置を求め要請を強めていく必要があります。
〈不法投棄の監視および有害物質の処理について〉
・　産業廃棄物などの違法投棄問題への対策として、道は、2010年度に事業者に立入検査、航空機などによる上空からの監視、廃棄物車両に対しての指導、休日夜間のパトロールなどで体制を強化し、不適正処理が多発している５振興局には警察ＯＢを配置しています。アスベスト資材など危険物質の違法投棄など、自治体としても独自の監視体制の拡充が必要であり、違法投棄物の迅速かつ適切な処理が求められます。
〈ダイオキシンのばく露を防ぐ対策について〉
・　焼却炉などの環境整備施設において、燃焼によるダイオキシンの発生を抑制し、地域の安全を守ることはもちろんですが、施設作業者の安全対策が必要となります。安全防具の着用の徹底など、作業時の安全衛生マニュアルを全体化し、定期的な測定の実施のもとでダイオキシンのばく露を防ぐ必要があります。
〈資源循環型社会の実現に向けた環境教育について〉
・　循環型社会へ向けた国の取り組みがなされつつありますが、さらなる全体化を進めるためには施設に勤務する従事者への研修・学習をはじめとして、子供たちやその家族なども巻き込んだ環境教育をさらに推進し、意識の拡大を進める必要があります。
〈指導・啓発体制の確立について〉

・　2013年に改正予定の容器包装リサイクル法や、2014年度実施に向けて具体的な準備が進められている小型家電リサイクル法の施行に伴い、収集・分別区分の拡大・変更が予想されます。収集区分変更による地域住民への混乱を最小限に止めるため、指導啓発体制を確立し適切な人員配置をする必要があります。

〈災害発生時の環境対策について〉
・　災害発生時の廃棄物処理の対応として、道は「北海道地域防災計画」のもとで道内23の広域ブロックごみ処理体制を進めており、2011年４月には災害発生時に国や市町村、広域処理の調整として「北海道産業廃棄物協会」との協定を結び、災害時に備えています。自治体としても、近隣自治体との協力はもとより広域的な連携の拡大を進め、全道的な防災ネットワークの確立に向けた検討が早急に求められます。
水道・下水道に関する制度政策要求について
【要　求】
	１．人員削減を目的とした安易な委託拡大は行わず、直営を堅持すること。また、現状の委託について検証を行い、必要な改善と委託範囲や内容についての見直しを行うこと。

２．災害に対応しうる組織体制を構築し、被害を想定した訓練を実施すること。さらに他自治体からの応援・支援体制についても、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための水道・下水道職員の人材確保と人材育成を行うこと。

４．総務省が進める「公営企業会計制度の見直し」に関して、制度変更の進捗状況と今後の課題について明らかにすること。

５．公共水域の水質保全を図るため、廃棄物等不法投棄を防止する環境監視パトロールを創設すること。

６．近年頻発するゲリラ豪雨や風水害に対応できる雨水対策の強化を行うこと。


【解　説】
〈委託職場の検証について〉
・　公企職場においても民間委託が進められています。財政難によるコスト削減を目的とした安易な委託は行わないよう春闘期から訴えることが重要です。また委託業務についても発注者責任を認識し、住民の生命と財産を守るライフラインの維持がはかられるよう十分に配慮することが必要です。
〈災害時の支援体制の確立について〉
・　災害発生時にはライフラインを早急に復旧させることが求められており、他自治体との連携体制のもとに、支援体制や援助受け入れ体制などの確立を平常時から進める必要があります。また、自治体内部においても災害を想定したマニュアルの検証と改善を行い、訓練体制を再検証することが必要です。
〈技術の継承と適正な人員確保について〉
・　自治体職員の合理化とともに、水道・下水道職場においても豊富な経験を有する職員が減少しています。安全で安定した事業継続のためにも維持管理の実態や施設の現状を把握し、確実に事業を進めることができる職員体制を確保する必要があります。単に外部委託に頼るのではなく、技術職員の採用や再任用職員の活用も含め計画的な採用・配置・異動による技術の継承を求めていきます。
〈地方公営企業法改正における自治体の対応について〉
・　地方公営企業会計制度の見直しでは、法定積立金制度の廃止や資本剰余金の処分制限の廃止、減資制度の導入について変更されました。これらは平成26年度予算・決算から適用されることになっていることから早急な対応が対求められています。また会計変更に伴い経過措置も実施され、特に健全化比率について、新たな会計基準により資金不足比率が上昇することから経営も慎重な対応が必要になっています。安易な合理化に繋がらないよう、現時点での「自治体が受ける影響と今後の対応」について当局の考え方を引き出す必要があります。
	※【「地域の自主性及び自律性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」】

2011年５月に制定され、2012年４月１日より、地方公営企業における資産の一部を処分（利益や資本剰余金の処分、または資本金の減資を、議会の議決もしくは条例の制定）にて可能となります。今までは法の義務づけで積み立てられた独自の資産を施設の整備・改築などに充ててきましたが、法改正後に自治体財政に組み入れることが可能となり、中・長期的な安定運用が求められる施設・設備の資金運営に支障が生じる場合がありますので、自治体として十分に検討を重ねる必要があります。尚、自治体が単なる財源確保の手段として安易に措置させないよう、今後の対応については中央本部公営企業評議会で検討しています。


〈水質保全を図るための環境監視パトロールについて〉
・　公共水域の水質保全を図るため、周辺地域における公害の未然防止という観点や良好な自然環境の保全のため、ごみの不法投棄防止を目的とした環境監視パトロールを定期的に行う取り組みを求めていきます。
〈ゲリラ豪雨対策について〉
・　局地的集中豪雨（ゲリラ豪雨）などによる都市部の内水氾濫・中小河川氾濫、極めて短時間での都市水害が起きています。風水害対策について、常習的な浸水地域については、河川管理者の協力を得て、ハード・ソフトを含めた雨水計画を立てるよう雨水対策を求めます。さらには施設が被害を受けた場合に被災状況調査、復旧工事に着手できるように、あらかじめ、組織体制を整備しておく必要があります。
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